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■講演 

座長 

中部大学 教授 高橋 道郎 

 
 
 

時間になりましたので、これより、「ISPlasma2012 産学官連携セッション」を開

始いたします。私は中部大学経営情報学部の高橋と申します。よろしくお願いしま

す。 

本日のセッションは二つに分かれておりまして、同時通訳がついています。受付

けでレシーバーを配布しておりますので、必要な方はお使いになっていただきたい

と思います。赤のつまみを回すと電源が入り、音量が調節できます。緑のつまみを

回して、チャンネル 1 がイングリッシュ、チャンネル 2 が日本語になっています。

不具合がございましたら、お近くのスタッフまでお申しつけください。退席される

際にはレシーバーを出口でお返しいただきますようお願いいたします。 
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Instruments for Creating 
an Innovation Hot Spot 

 
VTT Technical Research Center of Finland (フィンランド)  

Vice President  Tatu Koljonen  
 

■講師プロフィール 
高橋座長： 最初は Prof.Koljonen に基調講

演をしていただく。 
Koljonen教授は、フィンランドで最大級の

研究機関である VTT Technical Research 
Center of Finland において、技術戦略を担当

するバイスプレジデントとして活躍されてい

る。2005 年に VTT に移られるまでは 11 年

間ノキアにおられ、技術の責任者として全社

の経営戦略の策定に携わられた。Helsinki 
University of Technology の博士であり、技

術的には情報通信工学の専門家でもある。 
 
■講演 
私が所属する VTT Technical Research 

Center of Finland は国の所有するリサーチ

センターで、北欧においては最大規模である。

ICT、エレクトロニクス、あるいは林業、ケ

ミカルテクノロジー、産業界のオートメーシ

ョンなど様々な分野で約 3,000人が働いてい

る。また、EU のフィンランドにおける助成

金も一番多く受けている。 
本日は、INNOVATION HOT SPOT を作

り出すためのinstrumentsについて話をする

が、そこには、我々が考えている、グローバ

ルな企業はR&D を 2ヶ所に置いているとい

う背景がある。一つは人件費が安いところで、

政府からの助成金が一番多く出るところであ

る。しかし、そういうところでは、アイディ

アやイノベーションはあまり進んでいない。

もう一つは、他よりも 10 倍も 100 倍も早く

イノベーションが進むところであり、この二

つのうちのどちらかに置いている。 

我々としては、人件費の安いところ、ある

いは助成金の多いところに行ってしまう企業

なのか、あるいはアイディアが一番生まれて

くる、イノベーションが早いところを選ぶ企

業なのかを見極めて戦っていく必要があると

考えている。 
今、多くの場所において、このような

INNOVATION HOT SPOT をつくろうとい

う競争が激化している。 
 

●VTT’s Vision paper 
＜ VTT’s strategic research portfolio 
targets the vision＞ 
これらのinstrumentsをどのように使って

いくかという話をしたいと思う。 

 
最初に VTT のビジョンペーパーを紹介す

る。多くのソリューションがあるが、まず、

正しい疑問を持つことが重要である。それか

らグランドチャレンジとして六つ挙げている。

VTT はこれらの解決に向けて努力している

わけである。例えば、バイオコロニー、資源

効率の高い産業や、低炭素エネルギー、デジ

タルワールド、人々の幸せ、綺麗な地球等が

挙げられているが、これらを我々の戦略的な

リサーチポートフォリオを通じて達成してい
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くということである。 
特にデジタルワールドビジョンに関して、

VTT のビジョンペーパーはしっかりと書い

ているので、これを中心に話したいと思う。 
 

＜Exploiting Digitalisation  
- Globally strong source of growth＞ 
今後は、インターネットも含めて、ICT、

デジタル化が成長の源になっていく。それは

グローバルにどこにでも言えることである。

ICTによって我々の生活も変わる。すべての

ビジネスもこれから 50 年で大きく変わって

しまうと思われる。 

 
ICTはイノベーションの 8割、そして生産

性向上の 4割を担うと言われている。そして

ICTは我々の仕事の仕方、または旅行や普段

の生活の仕方も変えてしまう。それに伴って、

新しいビジネスの機会も出てくると考えられ

る。それがいわゆるデータの開放である。元々

考えていなかったようなインスタンスやアプ

リケーションにデータを使うという意味であ

る。それによって、幅広いビジネス創出のチ

ャンスが出てくる。 
また、今の時代は、デジタルエコノミー、

そしてナレッジベースの社会に向かっている。

そのため、新しいスキルが人々の側にも必要

になる。これは働いている、働いていないに

関わらず皆に必要である。 
ICTは社会全体に張り巡らされる神経シス

テムのようになる。これは良いことだが、リ

スクも伴う。例えば、停電などが起こるとす

べてが飛んでしまうからである。 
 

＜ICT SOLUTIONS FROM VTT – FOUR 
AREAS OF MAJOR CONTRIBUTION＞ 

 
我々は世界で1番になりたいと考えており、

皆さんの協力も得たいと考えている。 
四つの領域において我々は力を発揮したい

と思っているが、例えば、スマートな成長、

持続可能な成長、包摂的な成長は重要だと思

っている。どこか一つの国、あるいは一部の

人が取り残されてもいけない。これはEUの

Digital Agenda 2020にも書かれている。 

 
VTT、そしてフィンランドは、ICTビジネ

スに力を入れている。 
コグニティブ無線、あるいはコグニティブ

通信、スマートスペースにおいてシームレス

で直感的なインタラクションが実世界とデジ

タル世界の間で行われるようなこと、やはり

様々なデバイス間、あるいはレガシーシステ

ムの間の互換性、あるいはビジネス・エコシ

ステムの間の互換性等が必要になる。 
センサやプリンテッド・インテリジェンス

は新しいタイプの安価なエレクトロニクスの
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製造法だが、シミュレーションやモデリング

も重要である。ようやく我々はゲームのよう

なシミュレーションができるようになった。 
コンピューティングのプラットフォームが

並列かつ異質のものになり、データの開放に

よって将来的にはニューエコノミーも起こる

と思う。様々なもののオントロジーが商品と

して売り買いできるようになり、いろいろな

サービス、いろいろなソースからオントロジ

ーが出てくると思う。例えば、現在のサーチ

エンジンのベースは、Google と Yahoo!の中

で熾烈な競争が繰り広げられているが、それ

もその世界のオントロジーの一種である。 

 

スマートな成長は、いかに経済成長を維持

しながら天然資源、エネルギーの消費を増や

さないかということになる。良いサービス、

そしてイノベーションの民主化、オープンイ

ノベーション、ソーシャルメディアなども必

要になる。 
オープンイノベーションは無料という意味

ではなく、オープンソースとは違う。我々の

定義するオープンイノベーションは、事前の

契約等なしに行われる研究開発のことで、供

給者とサブコントラクターとの間に受注発注

等の契約を伴わないものである。 
そして、次世代のオートメーションに関し

ては、自宅でのロボットや介護領域における

ロボットなども含まれてくると思われる。 
また、持続可能であるための唯一の方法と

して、ICT は重要になる。非物質の消費を増

やすということ、つまり、物理学的な原子を

消費するのではなく、情報を消費するという

ことである。 

 
そして、人々にインセンティブなツールを

提供することによって、日々の生活で環境に

良い判断をしてもらう。テレプレゼンスなど

を使う、ITSなどを使う、スマートグリッド、

そして環境に優しい建物、新しい都市、イン

フラ等が考えられる。これらによって消費を

減らしながらも、持続可能な成長を遂げてい

くわけである。 

 
最後は包摂的な成長で、これは見逃されが

ちだが、どのようにすればすべての人が恩恵

を享受できるかということである。 
これからは、今までの働き方と大きく変わ

ると思われる。イノベーションはもっとも民

主化され、人々はますます起業家精神を持ち、

生涯一ヶ所で働くという人は減る。特に次世

代のgeneration Yと言われる人たちは、我々

とは価値観も生き方も違うので、これからは

働き方が今までとは大きく変わって、軍のよ

うに部署に分かれてミッションが与えられる

ような働き方は通用しなくなる。 
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公共部門ではe-Governmentが必要となる。

情報や意見が瞬時に広まってしまうリアルタ

イム・フィードバックループによって、社会

はますます不安定になり、思いもよらぬ効果

を及ぼす。これについては、もっと分析して、

誤ったところで不安定なことが起こらないよ

うにしなければならない。注意する必要があ

る事象である。 
また、途上国にはインフラが必要だし、国

によっていろいろな貢献ができるはずである。

情報化社会をつくる上において、例えば、ス

イスがお金の集まる国であるように、フィン

ランドも、きちんとした法整備をして情報の

集まる国になることも可能だと思う。 
 

●EIT ICT Labs 
ここまで ICT ベースのイノベーションと、

ICTの役割について話をしたが、では、実際

にどのようなinstrumentsがあるかというこ

とで、INNOVATION HOT SPOTを作るた

めの instruments としてEITを紹介したい。 
EIT はEuropean Institute of Innovation 

& Technologyの略であり、ECのバロッソ委

員長が「なぜ、ヨーロッパに MIT のような

ものがないのか」と言ったことに端を発し、

MITに対抗してつくられたものである。 

 
まず、2009年にKnowledge and Innova-

tion Community (KICs)と呼ばれる三つのラ

ボがつくられた。気候とエネルギーと ICTの

三つだが、その中で ICT に関わるものが、

EIT ICT Labs と呼ばれている。 

 
この目的は、リサーチ、教育、そしてイノ

ベーションを上手く統合することによって、

リスクをとれる新しいヨーロッパの起業家精

神に富んだ企業をつくることである。 

 
EIT ICT Labs の目的は、こうしたビジネ

スリサーチ、イノベーション、教育等の協力

を我々が触媒のように促進して、もっと大き

な成果を上げようということである。 
ミッションは、ヨーロッパを ICT各地にお

けるグローバルリーダーにすることだが、要

するに、これは人々がこうしたデジタル形態、

ナレッジベース社会に適応できるようにする

ということである。そのためには、人々にリ

スクテーキング、起業家精神の姿勢を持って

もらうことが大事である。 
 

＜Our Co-location Centres in six countries＞ 
その一方で、それぞれの参加している

Nodeにおいて、体系的 INNOVATION HOT 
SPOTをつくっていく。 
現在、六つの Node があるが、Berlin、

Eindhoven、Helsinki、Paris、Stockholm、

そして新しく今年から加わったのがイタリア

のTrentoである。 
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SIEMENS、SAP、PHILIPS、NOKIA、

ALCATEL-LUCENT、ERICSSON、 FIAT
等々、そういう会社がパートナーとして入っ

ている。基本的には、これらによってヨーロ

ッパにおける ICT の R&D の 2／3 のアクセ

スを我々は持っていることになる。つまり、

ヨーロッパの 2／3 の活動をカバーしている

し、非常に重要な都市もカバーしていること

がわかる。 

 
Helsinki Node におけるコアパートナーは、

Aalto 大学、そして我々の VTT、NOKIA で

ある。こちらに名簿があるが、私がチェアを

している。 
今年の 6 月に新しい建物に移る。2010 年

に鍬入れ式が行われ、6 月に新しい建物に移

れるが、NOKIA のリサーチセンターもある

し、VTTも入る。そして、新しい施設におい

ては、新しい環境で、組織のスタイルがない

形でオープンな行動ができるようにしていく。 
場所はOtaniemi Campus で、ここはすで

に VTT が事務所を持っているが、これから

はNOKIA等も入って来る。 

 
 

＜The Catalyst-Carrier model is key in our 
approach＞ 

ICTラボについては、我々は自分たちのこ

とをCatalystと考えている。つまり、我々は

既存のイノベーションシステムの中のボトル

ネックに対処できるような Catalyst を作り、

それを展開、測定している。 

 
我々の考えとしては、Carrier という既存

のファンディングメカニズムで行われている

プログラムに対して、我々がCatalyst 的な役

割ができるような資金提供をする。つまり、

Catalyst がなければ上手くいかないところ

に Catalyst を入れていくということであり、

商品や技術の使用に対してそれを促進する。

Catalyst と Carrier の資金の割合は 25：75
となっている。 

 
●New Business Creation 
具体例をいくつか紹介するが、教育、リサ

ーチ、ビジネス、テーマラインなど様々な活

動を行っているので、どのような活動をして
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いるかをお聞きいただきたい。 
我々はCatalystを作っているが、新しい問

題が次々に出てくるので、新しい Catalyst
を継続的に作らなければならない。 

 
最初に、起業家精神のサポートである。こ

れはビジネス活動の一つであり、ITC ラボに

おいては、スタートアップの企業に対してビ

ジネスを他の Node に展開する、前述のよう

に六つあるが、他のところに展開し、さらに

国際的な会社になるように支援する。 
また、起業家精神を生み出すために、ビジ

ネスを展開した経験のある人たちによるコー

チングやメンタリングを提供する。また新し

いビジネスチャンスを掴んで、市場化までの

時間を短縮するためのサポートを提供する。

特に、成長ができるように適切な式を最も早

く見つける方法を提供する。 

 
すでに、EIT ICT Labsにおいては四つの

会社ができている。 
一つは、Helsinki Nodeからできたスター

トアップで、Smart Spaces である。このソ

リューションは人の流れを管理するものだが、

その他にもいくつかスタートアップとして一

年目にできた会社を示している。 

●Thematic Action Line 
Thematic Action Lineとは一体何か、普通

のリサーチとどう違うかというと、これはい

わゆる産業界にとっての新しいルールである。 

 
Smart Spaces がその例だが、いくつかの

リサーチがすでに行われている。基本的には、

ヨーロッパの他のプロジェクトでこの

Smart Spaces に関するリサーチが行われて

いるが、その成果をこれから展開していこう

としている。スタートアップや大企業、ある

いは学生のカリキュラムにこれを使うことに

よって応用、展開していく。このように、ヨ

ーロッパの ICT R&D の 2／3 を我々がアク

セスとして持っているということであり、こ

れをいかに普及させていくかということを考

えている。 

 
Smart Spaces の実例としてCyber Physi-

cal Interactionがある。これはインターフェ

ースである。 
も一つは、Product X-ray で、箱の中に何

が入っているか、タグを使ってインターネッ

トに接続し、中身の画像を手に入れるという

ものである。箱を開けずに、中に入っている

ものが 3Dで見られるようになっている。 
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●EIT ICT Labs Master School 
教育に関しては、マスタースクールがある。 

 28 の大学が参加しているが、EIT マスター

スクールでは、例えば、Helsinki Nodeで入

学し、Berlin、あるいは Paris から卒業する

ことができる。入ったところと出たところが

同じでなければならないわけではなく、Node
や組織の間でのモビリティが担保されている

のが大きな特色の一つである。 

 
 

 
 
 

●Alignment with European innovation 
programs is crucial to the success of 
EIT ICT Labs 

 
最後のポイントは、戦略的なガイダンスと

して、ヨーロッパのリサーチプログラムと足

並みを揃えることである。例えば、2020年ま

でを考えているが、Digital Agenda は 2020
年まで持っているので、我々としては手をこ

まねいて待っているのではなく、前向きに

我々が重要と考えることに対して声を挙げて

いく。また、ファンディングをEUから受け

て、それによってヨーロッパのリサーチに大

きな影響を与えていきたいと考えている。 

 
最後に、是非こちらのwebサイトをご覧い

ただきたい。これは閉鎖的なクラブではなく、

我々は、INNOVATION HOT SPOT をつく

るために、ベストな企業、ベストな人材を活

用していきたいと考えているので、是非、皆

さん方も、どのグローバル企業でもよいので、

ご参加いただきたいと思っている。 
 



10 
 

高橋座長：  Koljonen 先生に感謝を申し上

げて、最初の講演を終わらせていただく。質

問についてはパネルディスカッションの時間

にしていただくこととして、次に移りたい。 
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R&D Promotions at 
Yokosuka Research Park 

 
一般社団法人YRP国際連携研究所 

代表理事 所長 大森 慎吾 
 
■講師プロフィール 
高橋座長： 2 番目は、大森慎吾氏にご講演

いただく。 
大森氏は、横須賀リサーチパーク(YRP)国

際連携研究所の代表理事兼所長をされている。

郵政省の電波研究所に入られ、移動体通信や

通信システムを専門とされている。 
YRP はわが国を代表する情報通信に関す

る研究所であり、そこでどのようにして研究

開発の方向付けをされているのか等について、

興味深いお話が伺えると思う。 
 
■講演 
本日は ISPlasma「先進プラズマ科学と窒

化物及びナノ材料」と書いてあるが、私が紹

介するのは情報通信、主に移動通信なので、

かなり分野が違うと思う。ただし、通信はい

ろいろなデバイスから構成されて初めてでき

るので、そういう点では少しは繋がりがある

かと思っている。 
本日のタイトルは「R&D Promotions at 

Yokosuka Research Park」で、横須賀リサー

チパーク(以下YRP)の研究開発プロジェクト

をどのように進めているかということについ

て説明したいと思う。 
 

●What is YRP ? 
最初に、横須賀リサーチパークとは何かと

いうことを説明したい。 
横須賀は地名だが、神奈川県横須賀市は三

浦半島の突端の方にあるまちで、ここにサイ

エンスパークを 1997 年にオープンした。当

時、民活法という民間活力の利用を促進する

法律ができたことと、この地域は電電公社、

今の NTT の研究所がある場所なので、サイ

エンスパークをつくるということでテーマに

ついて議論した時に、NTT の研究所があるこ

とが大きな理由となって、当時の郵政省がバ

ックアップしてYRP ができたわけである。 

 
規模は、南北が約 500m、東西が 2km ほど

で、そこに情報通信、通信関係の企業が集積

している。それがYRPの特徴である。 
 

＜YRP Participants＞ 
現在、サイエンスパークに集積している企

業としては、まず NICT(National Institute 
of ICT)があるが、これは元々の電波研究所で、

現在は独立行政法人として総務省傘下の国立

研究所となっている。 
そして、このサイエンスパークの経緯から

して、NTTドコモがここにリサーチセンター

を構えている。これは非常に大きなことで、

国立研究所と、ドコモという移動通信の一大

開発企業であり、サービス提供企業が進出し

ているわけであり、これが大きな成功例とな

ったと思う。したがって、移動通信関係の
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NEC や沖電気、三菱等、日本を代表する企

業が研究所、あるいはオフィスを構えている。

オペレーターとしては、他にはKDDI の研究

所もある。 

 

もう一つの特徴として、CTIF というデン

マークのオールボー大学の研究所、日本の東

京大学、京都大学、電気通信大学等、大学の

研究室の先生方がオフィスを構えて産業界と

一緒に共同研究等を行っている。 
残念ながら、大学自体は、近くに横浜国立

大学等があるが、YRP 内にはない。 
 

＜Growth of YRP＞ 

 

発展の経緯としては、情報通信の時流、時

代の流れに上手く乗ったと言える。 
オープンしたのは 1997年だが、その 10年

ほど前からいろいろな企画立案をしてきた。

そして、移動通信の分野でサイエンスパーク

を作ろうと計画して、97年にオープンしたわ

けだが、わが国では 97～8 年から 2000 年以

降に携帯電話が爆発的に普及した。ドコモが

i モードやフォーマなどを世に出し、現在で

は1億2,000万人に対して1億台以上の加入

者があるほど、市場が爆発的に成長して、そ

れとともにYRP も成長してきたのである。 
現在は、移動通信も、日本の企業はかなり

苦戦しており、今後どういう形でサイエンス

パークを引っ張っていくかというのが課題と

なっている。 
 

●YRP R&D and Promoting Bodies & 
Their Roles 

 

現在、40～60社の企業が研究開発を進めて

いるが、それをまとめて、サイエンスパーク

としてどのように運営していくかということ

について話したいと思う。 
研究そのものよりも、どのように産と学と

官の連携を進めていくかというプロモーショ

ンに注力すると、まず、国立研究所が自らも

研究しているが、ファンディングの機能も持

っているので、その国の研究投資をどのよう

に効率よく運営するかということがポイント

になる。 
2 番目は、国、そして総務省がもろもろの

研究開発政策を立案し、それに対して予算を

つけて研究投資をしている。NICT は基本的

に総務省の政策に沿った研究開発を進めてい

て、その中で民間、あるいは大学が委託研究

をしたり、資金を出し合って共同研究をした

りするという連携のスタイルになっている。 



13 
 

3番目がR&D Promotion Committeeで任

意団体である。研究開発協議会と言っている

が、進出している企業、進出していない企業

もメンバーになっており、今は約 140社が加

入している。これはメンバー制で、1 年間に

30万円の会費をいただいて、ワークショップ

や講演会やセミナーを開催、あるいは情報を

提供している。 
4 番目が、Yokosuka Telecom Research 

Park,Inc.で、横須賀市と企業が出資してつく

った第3セクターで、ビルを1棟持っており、

その家賃収入でサポートをしている。 
5 番目が YRP International Alliance 

Instituteで、ここは私が今代表理事をしてい

るが、企業、大学、国等の国際的な連携をサ

ポートする。かつ、CTIF JAPANというデン

マークの大学の研究機能もあるので、人材育

成等にも取り組んでいる。 
他には、横須賀市から、ローカルガバメン

トして、研究会等のサポートや、様々な支援

をいただいている。 
また、元々この地域は京浜急行電鉄が所有

していた土地をリサーチパークにしたので、

生活環境やいろいろな環境を京浜急行がサポ

ートしている。 
このような機関が、研究したり、支援をし

たり、産学官連携を進めたりして、各企業が

独自に研究を進めているのである。 
 

●NICT 
＜Outline of NICT＞ 
国立研究所であるNICTを紹介する。 
元々は電波研究所として電波の研究をして

いたが、行政改革、政府の機構改革等で、現

在は独立行政法人情報通信研究機構となって

いる。東京の小金井市に本部があるが、横須

賀にも研究所を持っている。 
年間の予算が、最近の緊縮財政で大幅に削

られてはいるが、300 億円～400 億円くらい

の規模で、研究者を含めたスタッフが 400数

十名、外部のドクターやマスターの学生、外

国の研究者、企業からの研究者等が従事して

いて、トータル 1,000人くらいの研究機関で

ある。職員の研究者が 300 名近くいるが、6
～7割が工学、情報分野の学位を持っている。 

 
 
＜NICT Main areas of intramural R&D＞ 
大きく分けると四つの分野がある。 

 

図の左上はネットワークの分野で、高速の

光ファイバーのギガビットという超高速のネ

ットワークを総務省が実験用で展開しており、

その研究に関連したものを実施している。 
右上は、ワイヤレス、無線通信で、衛星通

信はもちろん行っているが、携帯電話などの

無線機器の研究開発を行っている。 
左下はスタンダード・アプリケーションと

アップスタンダードだが、実はNICT は日本

標準時を送信、提供している機関で、電波時

計の電波を送信しているのも NICT であり

NHK の時報も、大本はすべてここの研究所
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から送られている。 
右下は寄付研究で、ナノテクノロジーやバ

イオなどの類のものを研究している。 
YRPに関連しているのは、右上のワイヤレ

スの分野である。 
 

＜Open platform policy＞ 
このNICT とYRP のR&D戦略は、Open 

platform policyである。 

 

これは開放的なオープンプラットフォーム

を提供するということで、NICT は国研とし

て自ら研究開発するし、連携して民間等と外

国も含めて共同研究もしている。そこに企業

と大学が、あるものは委託研究、あるものは

共同研究、あるものは人材交流、あるいはワ

ークショップ等を開いて情報交換を行う等、

プラットフォームを提供するのがサイエンス

パークをサポートする機関の役割である。 
こういう中で、テクノロジーのトランスフ

ァー、あるいは革新的な技術開発ができたり、

具体的に国際的な特許を取ったり、いろいろ

な活動を進めている。 
 

＜YRP Partners based on MOU＞ 
こうした活動を通して様々な国の機関と共

同研究や協力の覚書、いわゆるMOU を結ん

でおり、現在は40～50の機関と結んでいる。 
先程、発表されたフィンランド国際研究所

の VTT とも MOU を結んでおり、後程プレ

ゼンされる台湾の ITRI とも共同研究してい

るので、本日は顔馴染の方とここで会ったと

いう感じだが、情報通信分野では ITRI も

VTT も世界的に有名な研究所である。 

 

 
●Research Subjects of YRP 
では、どのような研究をしているかという

ことについて、簡単に説明したい。 

 

まず、IMT-Advanced、3G といわれる皆さ

んが今使っている携帯電話の第3世代の研究

もドコモが中心となって行ってきた。次の4G、

第 4 世代の携帯電話も、実用化はまだだが、

研究は相当進んでいる。 
次が Millimeter-Wave で、50～60GHz の

周波数のミリ波の用法を考えている。高速で

大容量のデータを送れるので、今開発してい

るが、コストが高いので、まだそれほど普及

していない。 
三つ目がMedical ICT、医療 ICT である。

医療分野で情報通信技術を使おうということ

で、今、一般的に病院の中では携帯電話は使
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ってはならないとされているが、安全基準等、

厳しい条件付きでかなりの無線機器が病院の

中で使われ始めている。医療に健康管理など

の福祉の分野もまとめてMedical ICTと呼ん

でいるが、これからこの分野は情報通信で非

常に期待される。 
次は ITS、Intelligent Transport Systems

である。日本ではETCが注目されているが、

ITSは、車だけではなく、船、鉄道、飛行機、

すべての移動手段に対して定義されており、

これもこれから需要が拡大すると期待されて

いる。 
最後は、 Digital terrestrial television 

broadcasting System、デジタルのテレビジ

ョンである。日本独自のシステムとしてワン

セグ放送があるが、それを地域の特性を活か

した放送に使おうということで、いろいろな

実験が行われている。近い内に、法的な整備

もなされて、実用化になると考えている。 
 

＜R&D policy of YRP R&D Promotion 
Committee＞ 
このように、YRP のR&D ポリシーは、ま

ず ICT 分野、情報通信分野のナショナルセン

ター、日本を代表する研究開発拠点を目指す。 

 
2 番目はグローバルスタンダード、世界標

準を目指した研究開発をする。それも作る側

の論理ではなく、使う方の立場になった研究

開発をしようと考えている。 
3 番目が、世界との競争と協調である。こ

れは意外に世界であまり行われていないよう

で、ある意味では日本的だが、いろいろな企

業と仲良くする、しかし、その一方で競争も

するので、競争と協調のバランスをとりなが

ら進めていくというポリシーで行っている。 
 

＜ Promotion of Global & Borderless 
Collaborations＞ 

 
具体的な手法としては、共同研究をするま

でに、アイディア段階で、ユーザーや国の機

関、会社等から研究テーマを提案してもらう。

それをYRPのR&D Promotion Committee 
の団体が、マッチメーカーとして、いろいろ

なところに声をかけたり、ワークショップを

開いて紹介したりしながら仲介する。 
そして、手を挙げたグループでコンソーシ

アムを作るが、コンソーシアムづくりで大事

なのは、産学官連携における企業の立場とし

て、知的財産の扱いをどうするか、あるいは

成果をどこまで公開するかということである。

この点において、企業の論理と国の論理は相

反する。国の研究開発投資は基本的に特許を

すべて公開するようになっているが、企業側

としては、すべてを公開されるのは困るので、

バランスよくという表現になる。 
 

＜YRP Test Net ; Overview＞ 
一番大事なのは研究開発投資として、イン

フラ整備で大規模な実験環境をつくることで

ある。一企業にとって、そのような投資はで

きないので、インフラを使って皆で出来るよ

うにする。 
それによってモティベーションが湧くので、

国は基本的にそのような実験施設として、
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ITS の実験用のインフラ、高速のネットワー

ク環境などを整備している。それらを使って、

産官学が連携して研究するわけである。 

 

 
●YRP Global activities by YRP International 

Alliance Institute 

 

図の黄色は国際的な連携を示している。連

携とは今まで紹介してきたものと同じような

意味だが、それを通して研究開発の環境の中

で、教育や人材育成を行う。そうすることで

新しい産業がつくられ、新しいビジネスが生

まれる。このように、新しいビジネスの創世

と国際連携、人材育成の三つが上手く循環す

るように進めていきたいと考えている。 
その一つが大学の機能だが、YRPには日本

の大学がない。研究所レベルでは、一つはデ

ンマークのオールボー大学の研究機関がある

が、日本の大学と欧米の大学では、良い点で

も悪い点でも違いがある。産業界とかなり密

接につながっているというのは、日本の大学

にはあまりない機能なので、そういうものと

上手くマッチングできればと思っている。 

 

また、国際的な人材交流、情報交換のため

に、国際的な研究集会も実施している。これ

までヨーロッパ、アジアで開催し、今年は台

湾で行う。来年はアメリカのプリンストンで

行う予定である。 

 

 

特にアジアとヨーロッパの連携が非常に密

接で、今後も進めていきたいと思っている。 
また、各企業の最新の研究開発や製品の紹

介をする展示会も、YRPとして、総務省をは
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じめいろいろな関係機関の協力を得て行って

いる。 

 

 
●Conclusion 

 

結論としては、プロモーションをする時は、

プラットフォームづくり、つまり、サイエン

スパークとしては、皆が一緒に力を合わせて

取り組めるような環境づくりが大事だという

ことと、国際的な連携を進めるに可で、仲良

くもするし、競争もするという、競争と協調

の環境をつくることが重要と考えて推進して

いる。 
以上で、私の講演を終わらせていただく。 

 
■質疑応答 
高橋座長： ご質問があればお受けしたいと

思うので、挙手を願いたい。 
 
Q(会場） ： YRP には何度か伺ったこと

があるが、調査やマーケティングの部門はあ

るのか。 
 
大森： 残念ながら、ゼロではないが、極め

てまだ弱い。それは我々の反省でもある。ハ

ードウェア製作や研究開発には力を持ってい

るが、どのようなものが世の中で要求されて

いるのかという部分は非常に弱い。これから

強めていこうというところだが、残念ながら

それは日本の企業にとっても大きな課題であ

るような気がする。非常に良い品質のものは

作れるが、なかなか世界で受け入れられ難い

状況があり、それは一言でいうとマーケティ

ングの問題なので、日本としてこれから取り

組むべき課題だと思っている。 
 
高橋座長： それでは時間もないので、次に

移らせていただきたいと思う。 
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How does ITRI do for Formation of 
Industrial-Academia-Government Collaboration 
―A case of TAS (Taiwan Aerospace Supply Chain Alliance) Formation― 

 
Industrial Technology Research Institute (台湾) 

Business Director Eric Y. L. Tai 
 
■講師プロフィール 
高橋座長： 3番目の講演は台湾のIndustrial 
Technology Research Institute（以下ITRI）
のビジネスディレクターを務めておられる

Eric Y. L. Tai 先生にお願いする。 
ITRIは、約 6,000名のスタッフを要する研

究所だが、そこで商業化と産業サービスに関

する事を担当されている。 
 
■講演 
本日は皆様に、ITRIが産学官共同の形成の

ために、どのような活動をしてきたか、また、

していくかということをお話したいと思う。 
 

●The Profile of ITRI 
最初に ITRI の概要を紹介したい。ITRIの

ミッション、それから台湾でのポジションを

おわかりいただければ、なぜ ITRI が現在の

ような活動をしているのか、そしてなぜ ITRI
が産学官の共同に強い関心を抱いているのか

ということを理解していただけると思う。 

 
ITRIは、よく台湾の半官の機関だと言われ

るが、完全に独立した機関である。しかし、

ITRI のメンバーシップの 50%が政府機関と

なっているため、台湾で ITRI は半官半民の

団体であると認識されがちなのである。 
また、ITRIのミッションからも、目標とす

るところが半官半民の性格のように見える。

1973年に設立された最初のミッションは、技

術的な R&D により経済的な価値を創造する

ことだった。したがって、経済的な価値を作

ること、そしてそれを技術的な R&D、研究

開発によって行うことをはっきりさせた。 
ビジョンとしては、ハイテク産業の先頭を

切ること、特に、その時代とともに台頭して

くる台湾のハイテク産業の一歩先を行く研究

開発を行うということである。例えば、1980
年頃、ITRIはセミコンダクターの分野に大き

なエネルギーを注いできた。しかし、現在は

エネルギー、そしてバイオサイエンス関連に

中心を移している。 
三つ目は、台湾社会に対するコミットメン

トで、台湾産業のグローバル市場における競

争力を強化するということである。 
このように、ITRIは、常に台湾の産業部門

のニーズを真っ先に考えている。 
 
＜Organization Structure of ITRI＞ 

ITRI の組織図を見ると、ITRI が様々なリ

サーチフィールドを持っていることがわかる。

この組織のストラクチャーは 2006 年に全面

的に再編成し、それまでとは違うリサーチラ

ボ、リサーチセンターをITRIの中に置いて、

Linkage Centers、Core Labs、Focus Centers
に組織を編成した。 
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Core Labsは、特定のリサーチフィールド

別に組織されている。 
そして、技術のリサーチセンターとして、

特定の産業ニーズに応えるFocus Centersが
つくられた。例えばソーラーセルやFPD、フ

ラットディスプレイパネル等も Focus 
Centersが作った。 

Linkage Centers は機能によって決まる。

つまり、ITRI の中の Core Labs や Focus 
Centers 等を調整、連携することにより、実

際の具体的な活動を生む。 
上には、管理、経理、情報通信、人材等の

技術、そして戦略、R&D、技術移転、一番大

事な商業化、産業サービス等の機能がある。 

 
ここでは約 6,000人近くのスタッフが働い

ており、我々が取得しているパテントが

16,000 以上、スピンオフが年間で 71 社生ま

れている。そしてこの 40 年間の歴史を通じ

て、スピンオフを生んでいくのが、技術の商

用化によって台湾の社会に還元していくとい

う方針の中核をなしている。 
 

＜Scope of R&D＞ 
リサーチフィールドは、R&D の範囲とし

て、約20年前は情報通信エレクトロニクス、

オプトエレクトロニクスの二つのドメインが

80%以上の予算を占めていた。現在では重心

がエネルギー、バイオサイエンスに移ってお

り、将来的には 50%以上をこの二つに移そう

としている。マテリアル、それからマニファ

クチャリングがその他の2つのフィールドを

占めている。 

 
 

＜ITRI Open Lab＞ 
技術の商業化、産業化には二つの柱がある。 

 
一つは、ITRIのR&Dの結果をグローバル

マーケットの環境において、台湾産業の競争

の強化に努めることが非常に重要な使命なの

で、スタートアップを通じてハイテクを商業

化していくことである。 
もう一つの柱は、産業、企業から研究者を

招いて、一緒にジョイント R&D を行うオー

プンラボで、ITRIの中の活動が重要になる。 
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＜ITRI Spin-Offs in Action＞ 
ITRIのスピンオフは、年間 30社も生んだ

こともあるが、今成功しているのは IC のフ

ァブリケーションである。 

 
UMCとTSMCは、台湾初の 4インチウエ

ハ、6 インチウエハ、そして初のマスクファ

ブ、そしてVISは IC ファブを設立した。 
 

＜ITRI’s International Cooperation Network＞ 
また、ITRIは台湾の産業を世界中で助ける

ことを目標にしているので、国際協力のネッ

トワークを持っており、台湾の産業がグロー

バルに活動できるように、世界中に事務所を

持っている。 

 
ITRI の国際的な協力ネットワークの地図

を示していますが、アメリカでは ITRI Inc.
がサンノゼにある。そして、サンノゼエリア

のシリコンバレーの研究所とインタラクティ

ブな活動をしている。 
また、ベルリンにヨーロッパオフィスを持

っている。2002年にはモスクワの事務所も開

設した。東京にもオフィスがある。 

そして、共同開発の関係をそれぞれの地域、

そして双方向の交流活動をその地域の大学研

究機関と行っている。 
ここまで、ITRIの概要、そして、台湾産業

の開発の発展に資するという ITRI のミッシ

ョンを述べてきた。我々の行うことは、全て

産業のニーズを基にしているので、ここから

は一つのケースを紹介したい。 
 

●Challenge and Opportunity Of Global 
Aerospace Industry 
先に講演されたお二人は ICT 関係の話を

ケースとして話されたが、私は航空宇宙産業

のサプライチェーンを例にとって話したいと

思う。 
ITRIがどのような産業の問題に勅命し、産

業界からの要請に答え、どのようなアプロー

チ、フレームワークを開発してきたかという

こと、サプライチェーンの形成を、航空宇宙

産業のどこでどのようにやってきたかという

話になる。 
これは目的思考性の活動であり、産業界の

ニーズと要請に基づいて、我々は ITRI の方

向性を定める。また、マーケット思考の活動

なので、どのようなリクエストが産業界から

来ても、我々はまず市場の思考、そして様々

なトピックが市場でどのように見られている

かということの調査から始め、産業界の要請

に答えるためのアプローチを ITRI として構

成する。 
 

＜The New Paradigm is to Manage Value Chain 
Processes across Dispersed Geographies＞ 
このケースはグローバルな航空宇宙産業の

サプライチェーンに関するもので、航空宇宙

産業のマーケット、あるいは航空宇宙産業が

この 10年、20年の間でどのように変わって

きたかということから始めたいと思う。 
航空宇宙産業は非常に成熟した産業なので、

それほど早く変わるものではないが、この 20
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年間にすでに大きな変化が見られ、グローバ

ルな考え方、焦点が変わってきた。 

 
いくつかポイントを紹介するが、伝統的に

我々の焦点は、軍用機には一切関わらず、事

業用飛行機のみに焦点を当てることを前提と

している。 
しかし、そこで新しい動きがあり、いくつ

かのメッセージが発せられている。つまりこ

れらの産業界のプレイヤーが、サプライチェ

ーンのマネジメントについて、新しい方向性

に動いてきたということである。 
 

＜Most Investments are Join Venture＞ 

 
グラフを見ると、投資のほとんどが合弁企

業の形をとっていることがわかる。航空宇宙

産業は閉ざされた産業であり、必ずしもオー

プンな産業界ではないので、これまでは自分

たちのシステム内のサプライヤーに投資をし

てきたが、過去 20 年間でそれが変わってき

たと言える。そして投資に合弁という形が取

られるようになったのである。 
 

＜The Role of Newly Emerging Nations＞ 
そこで、1990 年～2009 年までの 20 年間

の投資の成長率を示したグラフを見ると、新

規投資の成長率では、アメリカは第 3 位で、

ヨーロッパもその他の国々もすでに3位以下

に落ちている。 

 
第 1位はメキシコ、第 2位が中国となって

いる。中国は何においても重要な成長市場な

ので、誰もが納得すると思うが、メキシコは

意外に思われたかもしれない。しかし、メキ

シコでは、今、航空宇宙産業が急成長してお

り、すでに航空宇宙産業のクラスターが形成

されている。 
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そこでの一番重要なメッセージは、航空宇

宙産業のサプライチェーンに変化が起きてい

ること、その中心が新興市場に移っているこ

と、そこに参入することによって台湾の企業

は大きな機会を得ることができるということ

である。そのサプライチェーンにどのように

して台湾の企業が参入できるかというところ

から見ていきたいと思う。 

 
●Solution Provided by ITRI  

Supply Chain 2.0 
＜ OEMs Pursuing New Supply Chain 
Strategy＞ 

 

Supply Chain 2.0はWEB2.0等の次世代

のことで、例えばTier 1、Tier 2のプレイヤ

ーを我々は OEM と呼んでいるが、OEM は

すでに新しいサプライチェーンの戦略をつけ

ている。ただ、我々には必ずしも開放されて

いない。 

 
この例では、Embraer、Rolls-Royce とい

うエンジンメーカーがベンダーの数を絞ると

いう変化を見せていることがわかる。

Embraer は350社から38社にサプライヤー

を減らしており、Rolls-Royce も 400 社から

25～35 社へとサプライヤーの数を減らして

いる。そして、Embraerはリスクをとるサプ

ライヤーを求めるというメッセージを出して

いる。つまり、単なるサプライヤーではなく、

パートナーとしてのサプライヤーを求めてい

るということである。 
Tier 1はすでにサプライチェーンシステム

の中で重要な役割をとるようになり、

AIRBUSやBOEINGのシステムインテグレ

ーターがすべてを独占するという時代は終わ

った。 

 
むしろ、Tier 1メーカー、特にエンジンの

メーカーが、サプライチェーンの統括として

重要な役割を果たすようになっている。新し

いサプライチェーンのストラテジーの中では
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透明性の拡大が行われて、より多くの情報、

知識、そしてビジネスのシークレットをサプ

ライチェーンのパートナーと共有することに

よって効率を上げようとしている。 
 

＜The Vision of TAS＞ 
このような航空宇宙産業のサプライチェー

ンの変化に基づいて、バックグラウンドで、

Taiwan Aerospace Supply Chain Alliance
としてTASを形成した。現在、6社の参加を

得て、パートナーとしての活動を行っている。 

 

 
これが我々のストラテジーだが、この中の

Multi-functional Co-champion networkは、

同じ航空宇宙産業であるけれども、それぞれ

のスペシャリティによって、競合ではなく協

力して共に競争力をつけるということである。

つまり、パートナーとして 6社はそれぞれ特

有の技術の強みの分野を持っているので、こ

の 6 社が共通のゴールを持つことによって、

それぞれ自分の一番強い分野でチャンピオン

となり、チャンピオンシップを合わせること

によって目標を達成するということである。 

 
ビジネスプラットフォームでは、6 社のパ

ートナーが真ん中の玉で表され、それぞれ専

門の強み、技術を持ち、それぞれの強みを基

盤としてこのアライアンスをつくっている。

技術のプラットフォームというのは、ITRI
は研究機関なので、スペシャルアロイの技術

を持っており、プラットフォームを技術的に

も支えることができる。 

 
そしてNational Cheng Kung University、

Southern Taiwan University等の学術分野、

大学にも技術プラットフォームに加わっても

らい、評価の面で協力してもらっている。 
こちらはエンジン、着陸装置、アクチュエ

ータに絞って活動している。 
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一番重要な問題は、TASの中の 6社は同じ

産業界にあるけれど協力しなければならない

ので、そのために共通のビジョンを持つとい

うことである。そこで、ITRI はこの 6 社が

賛成できるようなビジョンをまず提供し、そ

れをプロジェクトとしている。 
 

＜New Business Model＞ 

 
このビジネスモデルは、我々が行ってきた

ものだが、左側が伝統的なモデルで、OEM
がそれぞれ直接サプライヤーと個別に交渉、

あるいはビジネスをしていた。それに対して、

我々がビジネスプラットフォームでアライア

ンスとしてサプライヤーをまとめることによ

り、材料、そしてコンポーネンツを一括して

トップのTier 1の事業を持つことができる。 
ITRI としては、エネルギー、石油、ガス、

水等のエネルギー分野にも強いので、すでに

同じモデルを使って、新しい分野にも応用し

ようとしている。 

 
これは ITRI がクライアントを説得する時

に見せる地図だが、これにより、世界の中で

一番物理的な距離の近いところに立地してい

るアライアンスであると説明している。この

6社は 80マイル圏内に立地しているので、グ

ローバルな航空宇宙産業の中で、地理的な距

離においても、台湾のアライアンスは一番近

いアライアンスであることも強みであると強

調している。 
愛知、名古屋の地区も我々にとっては非常

に重要なサプライチェーンクラスターのある

ところなので、ぜひ共通の話題として提供し

たいと思ったしだいである。 
 
■質疑応答 
高橋座長： それでは、質問を受けたいと思

う。 
 
Q(会場） ： ITRIからUMCやTSMC等、

多くのスピンオフが生まれているが、ITRI
の規模からすると、例えば、日立製作所の日

立中央研究所は人数でもドクターの数も

ITRIより大きいが、残念ながらそこからスピ

ンオフした人はいないし、大成功した起業家

も出ない。 
これには台湾のマジックがあるのではない

かという気がするが、例えば、税制、政府の

支援、あるいは元々台湾の人は独立心が強い

等、どのように考えられるか。 
 
Tai： 一番重要なのは、起業家精神に対する
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周りの風土が日本よりも奨励的だと思われる

点である。 
二つ目は、我々自身が中にいる人に起業を

勧めることである。自分たちで起業するのを

支援している。私自身のことになるが、私は

1988 年に初めて ITRI で働き始め、その後、

起業して 1996 年にセミコンダクターのコン

ポーネントを作る会社を立ち上げた。その後、

再び ITRI に招聘されて 2001年に戻ったが、

それは 2000 年からスピンオフの数が増えた

ので、経験からスピンオフを後押しする公式

のフレームワークを ITRI の中につくろうと

いう意図である。スピンオフという形でコマ

ーシャライゼーションをしていくという仕組

みを作ろうとしている。 
したがって、私が ITRIにいる 10年の間に

すでに多くの変化が起きている。中にいる人

たちに起業を勧めるだけではなく、我々自身

が R&D に投資し、あるいは資本を出してベ

ンチャーカンパニーを持っている。ITRIは自

身で投資会社も持っているので、それでスピ

ンオフを奨励している。 
つまり、中にいる特殊な人が起業するだけ

ではなく、ITRIという機関として、起業家オ

リエンテッドなベンチャークリエーションを

一つの戦略としているわけである。 
先程、71社のスタートアップと紹介したが、

その中には ITRI を辞めて自分で起業した人

の数は含まれていない。つまり、71社は ITRI
から公式にスピンオフした会社の数なので、

実際にはもっと多い。したがって、アントレ

プレナーシップに対する周りの環境が一番重

要だと思う。 
そういう点で、ITRIのマインドセットは非

常に良い。それだけではなく、具体的に起業

を応援するメカニズムもあることが強みの一

つだと思う。 
  
高橋座長： それでは、Tai 氏に感謝を申し

上げて、次の方の発表に移りたいと思う。 
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The trend of development and start-up sites  
in the world and Japan 

―The issues, competitiveness and prospect of innovation in the context of MOT― 
 

株式会社テクノ・インテグレーション 
代表取締役社長 出川 通 

 
■講師プロフィール 
高橋座長： 4 番目は、出川社長にお願いし

たいと思う。 
出川社長は、2004年に株式会社テクノ・イ

ンテグレーションという、開発や事業化のコ

ンサルティングを行う会社を設立され、これ

まで多くの企業を育ててこられた。NEDOや

JST の委員など、多くの公職にも就かれてい

る。 
 
■講演 
私のレクチャーは、研究開発の拠点ではな

くて事業化への拠点の話である。元々のパン

フレットには国際研究拠点とかリサーチハブ

と書いているが、私のいただいたテーマは開

発・事業化であり、研究するのではなく、ビ

ジネスを立ち上げるということである。先程、

VTT の方からイノベーションホットスポッ

トの話があり、今、日本でホットスポットと

いうとあまり印象がよくないが、まさにイノ

ベーションのスポットについて話をさせてい

ただく。 
ご紹介いただいたように、私も大企業の研

究部門からいろいろな事業を立ち上げてきた

が、日本の企業の中は身動きが取れないこと

があり、10 年前に会社をつくった。その他、

10社ほどのベンチャーなどをつくって、今は

半分だけ残っている。 
私の会社は企業のコンサルティングを行っ

ているが、日本の企業は、世界でも類がない

ほど、どこの企業も研究開発に一生懸命に取

り組んでいる。ところが、その研究開発がな

かなか事業にならない。つまり、商品や事業

にならないのである。これがまさに我々が捉

えるイノベーションの課題であり、規模の大

小は別にして、新商品、新事業をどのように

すれば良いかということをコンサルティング

している。 
本日はそこで使う方法論、ノウハウのよう

なもの、つまり、どのようなことを考えて企

業の研究開発を事業化すればよいかというこ

とを紹介して、せっかく拠点をつくるのであ

れば、そういうことを参考にしていただきた

いと考えている。 
 

●Contents 
最初は、わが社が使っている、企業に対す

るコンサルティングの方法論として、MOT 
(Management Of Technology)についてお話

する。 
それから、イノベーションの拠点について、

「何のためにこれをするのか」というところ

をもう一度明確にしなければならない。ただ

一緒にすればよいという話ではない。成功す

るためには、本当にイノベーションを起こさ

なければならないのである。 
そこで、そのためにどのようなことを考え

ればよいのかということについて、我々の会

社が考えている話と、欧州、台湾、アメリカ

の事例も含めて、今、我々がどのように見て

いるのかという課題を話させていただく。 
そして最後は、日本の中にはいろいろと問

題点があるが、実はいろいろな企業がいろい

ろなことを表立ってやっていたり、影でやっ
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ていたりして、かなり面白くなってきている

ので、その辺りの可能性について、技術とマ

ーケットの両方から見ていきたいと思う。 
最後のところは、我々のネットワークであ

る海外の人たちから見れば、日本がどのよう

に見えるのかということも含めた、少し楽し

い話もしていこうと思っている。 
 

●R&D to Start-up: Innovation and the 
standpoint and role of MOT 
まず、MOT の視点について話をするが、

考えやすくするために、いろいろな発明が起

こったところから始まって、研究、開発、事

業化(Business Start-up)、そして実際の工場

でものを生産するという四つのステージのマ

ネジメントに分けて説明する。 
 

＜Four stages for commercialization（Role 
and share image for R&D, MOT, MBA)＞ 

 

よくあるのは研究と開発である。ここは

R&D のマネジメントという形で確立してい

る。 
それから、もう一つはビジネスである。売

れるようなものが見えてきた後、いかにして

シェアを取って、勝ち抜いてお金に換えるの

かということだが、これもビジネススクール

や、経営学、経済学という形でできている。 
問題は、研究開発は終わったけれど、ビジ

ネスにならないという間のところである。 
昔は、日本の中ではそのような難しい話は

なくて、良いものをつくれば自動的に売れる

という形で、次々に企業が大きくなった。そ

れが今は簡単にビジネスにならない。そうい

う意味で、まさにこれが、今、我々が捉える

イノベーションの課題である。 
これを「死の谷」と言うが、それは「ベン

チャーが上手くいかない」「研究開発で良いも

のを作っても、商売にならなくて潰れてしま

う」というところから名付けられたものであ

り、ここではイノベーションの一番の課題を

「死の谷」と言わせていただく。 
細かな話は置いておいて、何が難しいのか

という話を最初にする。 
 

＜Innovation process image for crossing 
valley of the death＞ 
実は私も元は技術者で、研究開発に取り組

み、「技術の不確実性」に挑戦していた。そし

て、形ができると「やっとできた」というこ

とになるが、事業の方へ向かう時に、実は、

もう一つ「顧客の不確実性」というものがあ

る。さらに言うと、「未来の顧客の不確実性」

である。そうなると、技術とマーケットの不

確実性をクリアしない限り、死の谷を越える

ことはできないという話になる。 

 

現実的には、今、日本の大企業、あるいは、

成功体験を持っている人は、このようなこと

をしなくても済んだ。良いものを作って、一

生懸命量産して売れば儲かった。そういう時

代の人が経営者なので、死の谷を理解しても
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らうのは難しい。これを乗りこえる可能性を

わかるように話をしないと予算さえもらえな

いというのが問題である。我々の会社は、そ

れに対していろいろな手法をコンサルティン

グしているということである。 
 

●To Overcome the Valley of Death: Cases 
on time required to Industrialization 

＜MOT :Framework and Practical Subjects＞ 
その時に使う方法論は基本的に二つに分け

て考えている。 

 

一つはFrameworkで、「マーケティングと

は何か」という話も含めた、マーケットの不

確実性を抑える方法論である。 
もう一つは、日本が元々得意とする、技術

の不確定性をどう考えるのかという話である。

これには、もちろん、日本の置かれた環境変

化をどのように理解するのかという問題があ

るが、それとともにハウツー的な泥臭い話が

ある。その一つはベンチャーメイキングで、

まさに組織論であり、細かくて、意思決定が

速い組織をつくるという話となる。次は本日

の産官学の話もアライアンスで、いろいろな

と こ ろ と 一 緒 に 組 み 、 そ れ か ら

IP(Intellectual Property)=知財関係も含める。

そこにロードマップやビジネスプランがつな

がって、最後は起業家精神ということで「誰

がやるのか」という話になる。「話ばかりをし

て誰もやる人がいない」という笑い話がよく

あるが、この辺りを組み合わせるということ

である。 
今のステージをイノベーション成功の事例

で示すと、結構上手くいった事例でも時間が

かかってしまう。 

 

表は MEMS(Micro Electro Mechanical 
Systems)分野の事例を研究→開発→事業化

というステージごとに並べたものだが、比較

的新しい分野なので、発明から量産に至った

ものまでデータが結構ある。これを揃えてみ

ると、発明から本当にものになるまで、20年

ぐらいかかっていることがわかる。 
この表の例では上が古くて下が新しい事例

で、色が付いているところがボトルネックの

ステージだが、段々と早くなっている。成功

例だけを取っているが、それでも傾向は出て

くるのである。 
それから、開発と事業化のところが随分と

短くなっているが、ここはとても大事な話で、

実は、研究にはあまりお金がかからないが、

開発になるとかなりかかるようになり、事業

化の段階ではとてもかかる。企業にはここが

「死の谷」なのである。つまり、顧客が見え

ないのにとてもお金がかかるというのは、誰

も決断ができない。わからないからである。

失敗する可能性が非常に高い。しかし、企業

にとってはやらないと上手くいかない。ここ

が、まさに問題点なのである。 
これをもう少しわかりやすく、原理発明の

スタート年と産業化までの年数をグラフ化し

てみると、発明が始まってから上手くいった
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と言えるまでの時間は、20年を一つの区切り

として、発明の年代順に段々と短くなってい

る。最近は 10 数年でものになって出てくる

ことがわかる。それでも 10 数年かかってし

まうわけだが、このような傾向があるという

ことである。 

 

これはたまたま MEMS の事例で、この他

にも機械関係や素材関係等、いろいろな分野

でデータはあるが、ほとんど傾向は同じであ

る。いわゆる特許が切れる頃に実用化すると

いう状況で、昔から言われている話のとおり

である。 
問題は、開発と事業化のところを、いかに

短くするかということである。 
もう一つ言えるのは、研究等の初期段階で

会社をつくると惨めになるということである。

大学発ベンチャーなどがそうだが、開発も終

わりかけた時に、スピンアウトしてベンチャ

ーをつくるか、あるいは、会社の中であれば

「事業を立ち上げる」と言わない限り、「10
年以上待ってくれ」と言わなければならない。 
オーナー系の企業であれば待つ会社もある

が、普通のサラリーマン系の社長がいる会社

であれば、自分の任期が終わってしまうので、

まず待たない。 
大学発のベンチャーはここのところが難し

い。キャピタルから出資してもらうと、長く

て 10 年、早ければ 7 年しか待たないので上

手くいかない。余談だが、我々が研究段階で

大学の先生と一緒に設立した会社は見事にア

ウトとなった。開発から事業化段階あれば上

手くつながる。このようなことも MOT の一

部である。 
その時の一番大事な話は、やはりお金であ

る。本日はお金の話をするのが目的ではない

が、「死の谷」を越えるには、どうしてもお金

の話は避けて通れない。お金が無限にあれば、

良いものを作ってじっと待っていれば、いつ

か商売になるとも言われるが、使っていけば

なくなるのである。 
① Innovation process and the Valley of 

Death image(from the budget aspect) 

 
それを模式的に描いたのがこの図である。

縦軸がお金で、対数で表示している。青い線

が必要なお金で、時間の経過とともに多額の

資金が必要になる。 
ところが、持っているお金は、ゼロから始

めることはないので、最初の投資、あるいは

所持金が結構あるが、段々と使っていくので

減っていく。途中で増資などもあるが、段々

となくなって、ここがなくなると会社は潰れ

てしまう。 
会社の中のファンディングも全く一緒で、

研究開発予算、事業化予算も最初は「いくら

必要」というラインがあるが、それがまたた

く間になくなってしまう。 
 

●Proper role sharing at innovation site 
それを避ける方法としては、死の谷を小さく

することである。 
細かい話だが、経営者、ベンチャーの社長、

あるいは、事業のプロジェクトマネージャー
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が何をするかというと、死の谷をいかに小さ

くするかということである。これは三つの方

法しかない。 

 
一つは経費削減である。どこの会社の社長

も苦しくなると経費削減をするが、固定費を

落とすわけである。ただ、このようなことを

言うと、「開発をやめてしまえ」という人が出

てくる。そうすると経費は削減できるが、イ

ノベーションは起こらない。 
二つ目はお金をたくさん集めることである。

中小企業の社長が金策に走り回るという話と

同じである。 
もう一つは、一番大事なことだが、早く売

ることである。現実にはいろいろな方法で、

企業の中の新規事業のプロジェクトが潰れな

いためにいろいろなことをする。あるいは、

ベンチャーの社長であれば今言ったようなこ

とをする。 
今回の話で開発事業化の拠点、イノベーシ

ョンの拠点があれば、これに類することを官

と学が手伝わなければならない。そうすると、

死の谷が縮んでいくので、早く事業化段階に

いくという話になる。 

 

現実にアメリカ、ヨーロッパではいろいろ

なことをしているが、日本と違うところがい

くつかあるので、象徴的な話を紹介したい。 
例えば、日本は研究や開発にはお金が出て

も、事業化になると途端に出なくなる傾向が

ある。ところが、アメリカのSBIRなどは研

究にはお金を出さないで、開発から事業化の

ところにお金を出す。このような違いがある。 
それから、経費という意味では、実は試作

品を作って、それを売る段階は非常にお金が

かかる。中小企業はその資金はほとんどでな

い。大企業も本当に売れるかどうかわからな

いのに、設備投資できない。先程マーケティ

ングという話があったが、顧客から「1 個じ

ゃわからないから 100個ほど持ってこい。そ

れでうまくいけば 1万個買う」と言われた時

の100個が試作設備がなくてできないのであ

る。 
しかし、ヨーロッパでは半政府、政府関係

あるいは自治体関係の公設の機関が、「売れる

まで、ここで作って構わない」という形で支

援をする。そうすると、経費が大幅に減る。

危ない設備は買わないで済む。 
もう一つの方法論として、有名なものの一

つがアメリカの買上制度である。自分たちが

研究費あるいは開発費を出したものは、優先

的に買って厳しい評価をするという優先買上

制度である。あるいは、実績がなくてもどこ

かに買わせるというような制度である。日本

の場合はなかなかこのような制度はない。 
笑い話はいくらでもある。私の知り合いの
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ベンチャーも国の某省から 3 億円もらって、

開発し、できたものをいろいろな企業へ持っ

て行ったが、「実績がないから」と言って誰も

買ってくれなかったし、成功と認定した某省

も買わなかった、という話がある。それでは

少しも早く売り上げることはできない。この

ようなところに少し知恵を出して、どうする

のかということになる。 
現実に諸外国は知恵を出しており、それに

よっていろいろなことができる。そのような

マネジメント系のことをちゃんとしないと、

なかなか拠点になり得ないという話である。 
 

●Problem and Possibility of Japanese 
Innovation System 

＜Position Change for Japanese University 
and Industry on Innovation Process＞ 
これは日本の例だが、明治維新の前にヨー

ロッパは産業革命を起こした。日本は出遅れ

たわけである。しかし、頑張ってものをつく

って、少し豊かな国になってきた。 
大学も明治時代から大正、昭和というと、

私の先生やその上の先生は、工学部系はほと

んど試作品づくりをしていた。今で言うとこ

ろのベンチャーだが、中小企業にいろいろ技

術を渡して一生懸命にやっていたわけである。 

 

ところが、バブル崩壊の直前になると、大

企業は「自分たちで全部できる」「大学は基礎

だけやっていればいい」と非常に驕るように

なった。大学もそれに乗って、工学部も含め

てサイエンス的なところに行ってしまった。 
そして、バブルがはじけて気が付いてみる

と、企業は余裕がなくなり、研究所はあるが、

実際の本業を一生懸命やらなければならなく

なった。大学は大学で頑張ってはいるが、研

究と事業化をつなぐことができず、その間に

ギャップが生じているというイメージである。 
もちろん、この間をつなぐためにいろいろ

な施策が行われたが、税金の場合はどうして

もつなぐところに対してお金が出にくい。文

部科学省も経済産業省も日本の税金は「一私

企業のためには出せない」と言い続けてきた

結果、ギャップを抱えたままという状況が起

きている。ただし、最近は変わってきている。 
 

＜Comparison of Innovation Process＞ 

 
これもイメージ図で異論もあるかも知れな

いが、アメリカの場合、大学の中のセンター

という組織のミッションは、明らかに開発か

ら事業化であり、教育ではない。したがって、

まさにイノベーションのスポットがあるわけ

で、あとはベンチャーがつなぐ等、いろいろ

なことがある。 
日本の場合、センターはたくさんあるが、

大学のミッションは高等教育であり、研究や

教育機関である。連携等をやっている人はあ

まり報いがなく、非常に苦労されている。 
ヨーロッパはドイツとフランスを示してい

るが、ドイツは自治体が強く、各州のいろい

ろな研究開発機関がこの間を担っている。フ
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ランスは中央集権的なところなので、いかに

イノベーションし、ビジネスにつなげるかと

いうところを集中的に支援している。 
それらに対して、日本は研究とビジネスの

間が空いており、これが問題である。これを

いかに埋めるかが課題なのである。 
 

＜Technology Combination Balance Image 
in each country＞ 
しかし、「このままでは日本はダメなのか」

というと、一方で、技術と市場ということで

考えるとそうではない。今、いろいろな企業

がこのような問題を理解し、いろいろな手を

打っている。 
技術にも、例えば、ハイテクと、いわゆる

基盤的な技術であるが、この両方がないとイ

ノベーションが起こりにくいと言われている

ので、これを上手く組み合わせることが重要

である。 

 

いろいろな国を比較すると、諸外国から見

て日本はバランスが取れていると言える。例

えば、ドイツは基盤的な技術はあるが、ハイ

テクは少し弱い。アメリカは反対である。そ

れに比べて日本は非常にバランスが取れてい

る。ただ、問題は、つながりというマネジメ

ントが良くないのではないかという話がある。 
 

＜‘Chasm Marketing Theory’ for High-Tech 
based Products＞ 
マーケットについては一言だけ言いたい。 

 

これは有名なキャズム（Chasm）の図だが、

マーケットはニッチな客、つまりオタク系の

客から始まって、段々と大きなマーケットに

なっていくが、その間には溝があり、いきな

り大きなマーケットはいきなりは出ないとい

うことである。小さな市場は大企業が苦手と

するところで、いわゆる、ベンチャーなどの

小さな組織が得意とする。 
ここについて日本の場合はどうなのか、比

べてみたのが次の図である。 

 

諸外国と比較すると、日本は Early 
Adopter、いわゆる新しいもの好きの連中が

多い国である。おまけに 1億人以上で、お金

を持っていて、先進国で、均質であり、もっ

と言えば、国も小さくてマーケティングをす

るのに非常に効率が良い。アメリカに比べる

と 1／25の面積である。それが日本の特徴な

ので、これはイノベーションが非常に起こり

やすい条件を備えていると言える。 
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●Conclusion 

 

イノベーションの担い手としての拠点をど

のように考えるかということは、まさにイノ

ベーションをどのように捉えるのかというこ

とであり、目的は企業で言えば事業化である。

そして、その時の考え方はいろいろである。 

 

もう一つ、日本の技術と市場のインフラは、

世界的にも非常に面白い。可能性に満ちてい

る。あとは、産官学が一緒になって、知恵を

いかに出すかということである。 
 
高橋座長： 質問があれば受けたいが、なけ

れば、次の発表に移りたいと思う。 
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■パネルディスカッション 

～ 持続的発展を目指した国際研究拠点形成 ～ 
 
座長： 高橋 道郎 中部大学教授 
モデレーター 
名古屋工業大学 教授  小竹 暢隆 

パネリスト 
VTT Technical Research Center of Finland Vice President  Tatu Koljonen 
一般社団法人YRP国際連携研究所 代表理事 所長  大森 慎吾 
Industrial Technology Research Institute (台湾)Business Director Eric Y. L. Tai 
株式会社テクノ・インテグレーション 代表取締役社長 出川 通 
株式会社産業タイムズ社 代表取締役社長 泉谷 渉 
（※講演者の意向により講演録へは未掲載） 
名古屋大学工学研究科附属プラズマナノ工学研究センター センター長/教授  堀  勝 

 
高橋座長： 
それでは、後半のパネルディスカッションに移りたいと思います。パネルディスカッションに

は先程、ご講演いただいた先生方に加えて、堀勝先生にご参加いただきます。堀勝先生は

ISPlasma の組織委員長を務めておられますので、ご紹介は省略しますが、名古屋大学のプラズ

マナノ工学研究センターのトップでもあられます。どうぞ、よろしくお願いいたします。 
それから、順にお名前だけ紹介しますが、先程、お話をいただいた出川社長、Tai Director、

大森所長、Koljonen Vice Presidentです。また、パネルディスカッションのハンドリングは小竹

先生にお願いいたします。小竹先生は名古屋工業大学大学院の産業戦略工学専攻で、産業連携や

産業クラスターがご専門で、多くの学会で活躍されています。 
それでは、よろしくお願いいたします。 
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■プレゼンテーション 
Diffusion‐oriented Policy 

Towards hub formation 
名古屋工業大学 准教授  

小竹 暢隆 
 

イノベーション普及政策の視点から、拠

点形成、あるいは技術優位がなぜ事業優位

につながらないかということについてお話

したい。 
 

●Comparison of public contract type 
research organizations 
本日お越しいただいた VTT、ITRI、昨

年お呼びした IMEC等は、政府関連機関と

言われているが、実際は非営利組織や独立

的な機関である。 

 
注目したいのは、ほとんどの研究機関が

外部資金のウェイトが高いという点である。

この中では外部資金のウェイトが相対的に

低い ITRI は 50.2％だが、残りの 49.8％は

補助金ではなく、プロジェクト資金となっ

ている。 
 

＜IMEC’s IIAP＞ 
昨年、お招きした IMECについて少し触

れると、特に産学連携プログラム（IIAP）
が注目されている。 

IMEC の IIAP モデルではバックグラン

ド IP があるが、それをベースにマルチク

ライアントで共同研究が行われることによ

り、共同研究の成果がバックグラウンドに

蓄積して増殖していくシステムをとってい

る。10～20社が多いと聞いているが、ここ

で生まれた IP はすべて共有される。ただ

し、使われたくない IP は、最初に「この

IP だけは排他的である」という取り決めを

しておく必要がある。 
このように、参加企業が共有するととも

にバックグラウンドに蓄積していく IP の

マネジメントシステムが、顧客のニーズに

対応しているとともに IMEC の発展に非

常に大きな役割を果たしている。 

 
ここから何を学べるかというと、マルチ

クライアントであることだけではなく、や

はりテーマ設定が大事であり、しかもすべ

てプリコンペティティブな研究であって、

競争的研究はその後に行われている。基本

的には競争前研究で行われているというこ

とである。 
それから、ITRI にもあるが、Business 

development section という、マーケティ

ングや事業開発を行う部門を持っていると

いうことである。 
また、このようなマルチクライアントの

プロジェクトをどのように上手く回してい
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くかということも注目すべき点である。 
それから、クリーンルームに代表される

非常に優秀な施設がプラットフォームとし

て提供されており、自社で行うと 100億円

かかる研究が、ここであれば 1億円で済む

というレベルで運営されている。 
また、IP のマネジメントも行う。日本の

場合は、どうしても IP だけ流通させよう

とするが、それはなかなか上手くいかない。

研究開発の中で上手く活用していくという

のがメッセージである。 
それから、公的資金だけではどうしても

柔軟性に限界があり、自己決定できる、あ

るいは迅速なマネジメントができるために

は、外部資金を獲得する必要がある。 
このようなマネジメントをしない限り、

求心力が生まれないし、拠点形成につなが

らないのではないかと考えている。 

 
 

＜Major hubs in Japan＞ 

 
日本にも、いろいろと拠点となり得るサ

イエンスパークがある。学研都市のサイエ

ンスパーク、リサーチパークのタイプ、そ

れから、地域開発のタイプ等、いろいろあ

る。本日は YRP からお越しいただいてい

るが、地域開発のタイプでは、成功してい

るところは少ない。その中で、YRP は約

7,000 人の就業者人口があり、KRP も約

2,500 人～3,000 人の集積を生み出してい

る。こういうところをもっとバージョンア

ップしたものが、海外の主要拠点になるわ

けである。 
 

＜Major oversea hubs＞ 
海外の事例としては、かつて京都リサー

チ パ ー ク と 提 携 し て い た UCSC 
(Philadelphia) や フ ィ ン ラ ン ド の

Technopolis (Oulu 等 ) 、 Ascendas や

Sembcorp (Singapore) 等々が挙げられる。

これらの多くは単なるディベロッパーでは

あるものの、ビジネス感覚に優れており、

その役割は大きいと考えられる。 
Singapore に至っては、海外にかなり投

資をしており、蘇州の工業園区や大連の工

業園区等にも投資しているが、これも

Singapore 政府の資本である。政府資本を

海外に投資するというモデルがつくられて

いる。 

 
 
＜Summary＞ 
以上をまとめると、資金の持続性が非常

に大事であり、公的資金だけのオペレーシ

ョンでは限界がある。 
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それから、契約型研究を上手く活用する

ことが必要であり、外部資金の獲得は不可

欠である。 
また、ビジネスの開発部門は、技術マー

ケティング機能と言えるかもしれないが、

公的機関であってもそういうものが必要で

はないかと思われる。 
IP のマネジメントシステムを創り上げ

ることも必要である。これはオープンイノ

ベーション、オープンコラボレーションモ

デルである。 
一方で、企業は、狭隘な秘密主義から脱

却しなければならないという課題もある。 
また、イニシアティブは主体と訳したい

が、主体間のパートナーシップも重要であ

る。 
ビジネスのサービス産業、サービスイノ

ベーションも非常に大事であり、このよう

なエージェントシステムの中核となる中間

組織を育てることも、これからの政策では

大事ではないかと思っている。 

 
 
＜Issues for the panel＞ 
最後に、パネルディスカッションに向け

ての問題提起としては、本日、海外から 2
組織から来ていただいているが、グローバ

ルなベスト・プラクティスから何をどう学

ぶかということがポイントであり、イノベ

ーション・エコシステムをどうマネジメン

トするか、そして拠点形成にどうつなげて

いくかということも考えなければならない。

それから、このようなイノベーションの環

境、先程、Tai 氏からはスピンオフの環境

という話もあったが、そういうものをどの

ように開発していくかということも課題で

ある。 
また、新しい組み合わせをどのように作

り上げるか、域内はもちろん、域外を含め

たパートナーシップをどのように作り上げ

ていくかということも考えなければならな

い。 

 
そして、最近、オーケストレーターとい

う言葉が使われるようになったが、誰が全

体を俯瞰しているかが、日本ではなかなか

見えない。また誰が主体なのかということ

を、もう一度考えておく必要があるという

ことで、簡単だが、問題提起としたいと思

う。 
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■パネルディスカッション 

 
小竹： それでは、順番にもう一度、補足等

をしていただければと思う。まず、Koljonen
氏から、先程言い足りなかったこと、あるい

は、今の話を含めて何かコメントをいただき

たい。 
 
＜Opennessと IPRについて＞ 
Koljonen： Openness と知財に関してコメ

ントしたい。また、イノベーションのための

ベスト・プラクティス、オーケストレーター

について話されたが、ハブとして成功するた

めには、明確なビジネスセンスが必要である。 
イノベーション・エコシステム、またイノ

ベーションにおけるハブの問題は、往々にし

て「なぜそれをしているか」を知らない人が

多い。存在しているのは、お金があるからだ

という状況になってしまっているので、きち

んとしたターゲットやビジネスセンスをすべ

ての当事者が持つことが重要である。 
それから、IPR、パテントの問題にも関わ

るが、ハブにおいては、何らかの形で、一部

の会社だけが好きなようにできる形ではない

状況を作り出すことが重要である。例えば、

我々がフィンランド、ヨーロッパで行ってい

るのは、ICT がビジネスを大きく変えると思

われる中で、このような大きな変化が起こる

のをただ待って、誰か他の人に言われるのを

待つよりも、何とかして適切な形のコンソー

シアムをつくろうとしているわけであり、あ

るいは、バリューチェーンのいろいろなとこ

ろから代表者を集めて、自分たちでルールを

作ろうとしている。 
そして、パテントを作る、IPRを作るとい

うことは、すべての人にとって、新しいビジ

ネスのエコシステムでの共通事項となる。し

たがって、このことを是非お話したかった。 
被差別的な IPR、パテントというのは、皆

が使える共通のものであるということ、皆で

作ったものであって、互いにコンセンサスが

できなければならない。 
また差別的な IPRというのは、ビジネス・

エコシステムをしている時に誰もが発明し、

無差別的なシークレットとしてそのような

IP を持つこともできる。この二つは区別しな

ければならないと思っている。 
それから、オーケストレーターの役割につ

いては、これからますますオープンイノベー

ションになると思うが、大きな会社はますま

すリスクを外に押し付け、オープンイノベー

ションのコミュニティにさせるようになると

思うので、ITRI やVTTのようなところがオ

ープンイノベーションの環境の中でやってい

くチャンスが出てくると思う。市場性、技術

の情報を集めて、このような方向へ行くべき

だということを考えて、我々がオーケストレ

ーターになるチャンスは増えていくと思う。 
 
＜日本の理系教育について＞ 
大森： 先程の講演者のお一人が日本は技術

者に冷たい社会だと言われたが、私も同感で

ある。つまり、日本の大学教育における、特

に理系教育は、工学部で重箱の隅をつつくよ

うな細部にこだわるテクノロジーの教育ばか

りしているのではないかと思われ、日本の企

業も日本の大学を卒業したドクターにはあま

り期待していないと言っている。 
要するに、日本の教育、特に理系、工学部

の教育が少しずつ変わっていると思うが、ま

さに 10年、20年のスパンで地道にやってい

くしかないのではないかという気がするし、

それだけ時間をかけて、10 年、20 年先を見

て人材教育をしていかなければならないので

はないかと思っている。 
 
小竹： Tai氏には少し質問したいと思うが、

先程の組織図の中で Core Labs と Linkage 
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Center、Focus Center があったが、その違

いをもう少し教えてほしい。 
もう一つ、Scope of R&D というページが

あったが、これは誰が決定しているのか。2
点について教えていただきたい。 

 
＜ITRIの組織について＞ 
Tai： ハブのイノベーションで、R&Dを推

進することと関係しているが、ITRI は現在、

社会のニーズに、より焦点を合わせた組織に

しようとしている。現在の組織は、Linkage 
Center とFocus Centerがあるが、これらは

伝統的なCore Labsと関係しており、これは

我々の組織をこれからもっとフレキシブルに

より迅速に環境のニーズに合わせていくため

の新しい組織である。 
Linkage Center はそのような発想から生

まれたものだが、Labs と Research の能力、

それぞれの異なるテクノロジードメインの中

にある Research 能力を、横串を指してコー

ディネートすることにより、あるセクターで

実用性を持たせることを考えている。 
一方、Focus Centerはニーズの高いテクノ

ロジー領域のもの、今、産業界で台頭してい

るニーズの高いものに焦点を合わせている。

例えば、2006 年に開設した最初の Focus 
Center は、FPD(Flat Panel Display)が
Focus Center になった。なぜならば、2006
年は、台湾社会において非常に大きな変革の

あった年であり、産業の産出高、投資がすべ

てFPD に注がれた。そこで、FPDにおける

技術ソリューションを社会に提供するという

ことで、Focus Centerのテーマが決まった。 
Focus CenterとLinkage Centerはどちら

も異なる社会、産業界のニーズに対応するた

めの我々の一つの解である。例えば、台湾の

航空宇宙産業を見て、その状況を調べ、そし

て、その産業の構造を調べて、そこから現在

のニーズにあったソリューションを ITRI の

方で考えたわけである。 

ITRI が台湾の中で一番価値のある役割を

務めていると言える点は、技術にベースを置

くResearch Labs を持ち、且つ様々な機能を

目的とするFocus CenterやLinkage Center
という組織を持っていることである。そして、

センターの組織は社会に開かれたオープン・

コラボレーションのメカニズムをとっている。 
一番大事なのは、コーディネート、協調で

ある。ITRIが中にあるリソースをどのように

コーディネートするかということを知らなけ

れば、それを外部に役立てることができない。 
小竹先生の質問にお答えするのに、私の見

解でお答えしているが、コラボレーティブ・

ハブをつくるということは、それぞれの組織

にとっても一つの問題である。組織があまり

にも複雑になる、あるいは大きくなり過ぎる

と、その組織そのものが機能を果たすことが

できなくなってしまう。それを、ハブづくり

の時には警戒しなければならないと思う。 
 

小竹： もう一点だけ伺いたいが、1970年代

から、台湾の R&D コンソーシアムはほとん

ど ITRI が絡んでいるという記述がよく見ら

れるが、それについてはどうか。 
 
Tai： その通りである。ITRI では、そこで

働く人たちに奨励して、例えば、division 
director 等のポジションにいる人たちに、コ

ンソーシアムにコーディネーターとして参加

することを奨励している。私自身、繊維のリ

サーチ・アライアンスのコーディネーターを

務めている。 
我々のコンソーシアムは、前年の 4 月に 6

周年を迎えた。ソーラーセルやFPT、セミコ

ンダクター、その他、様々な産業分野でコン

ソーシアムをつくっている。ITRIの中の文化

として、様々な産業分野に横断的につくるコ

ンソーシアムに積極的に参加することを旨と

している。 
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小竹： 次に、出川氏に、補足していただき

ながら、1点だけ質問したいと思う。 
先程、アメリカの大学では教育よりも産業

化を重視しているような話があったが、それ

は本当なのか。 
 

出川： 今のご質問は少し誤解があるかもし

れない。アメリカの大学は一つのスタンダー

ドで動いていない。教育研究で評価される人

と、ビジネスのコラボレーションで評価され

る人がいて、センターという位置づけは、ビ

ジネスに対するコントリビューション等で評

価される。その代り、ビジネスの人といかに

コラボレーションしているかということで、

論文を書かなくても評価される。そのように

分かれている。 
日本の場合は、私が聞いている限りでは、

シングルスタンダードですべてが動くのが基

本なので、見ていると産学連携をされている

先生方は気の毒である。そういうことがある

ということである。 
 

小竹： もう少し深掘りさせていただくと、

大学によって分類が決まるのか、あるいは大

学の中でもいろいろなパターンがあるのか。 
 

＜産学連携の難しさについて＞ 
出川： 米国では文科省のようなところが決

めているのではなくて、大学でかなり自由度

をもって決められている。 
私が知っているのは、例えば、カリフォル

ニア大学（バークレー校）のビジネススクー

ルの先生は、週 4日社会人と学生に講義をす

るが、1 日は企業のコンサルタントをしなけ

ればならない。そのような形で評価は全然違

う。そういうことを含めた違いがある。 
日本は、ある意味では、企業でも、大学で

も何でも一つで「管理」しようとする。アメ

リカはその点が「マネジメント」されている

という違いかと思う。どちらがよいかという

話では、今の日本では管理をしても、もうあ

まり付加価値を生まない。 
拠点の話で補足したいのは、実は、私は企

業の研究開発部門、新事業の部門のコンサル

ティングをしているので、ここで産官学の拠

点をどうすればよいかというアドバイスはあ

まりできないが、いくつかの企業の中のやり

方を見ていると参考になる例があると思う。 
違う組織が一緒にやることは非常に大変で

ある。産業界でもいろいろな企業が一緒に開

発するというのは、皆さんは企業同士だから

簡単にいくと思っているかもしれないが、な

かなか上手くいかない。例えば、企業の形態、

文化、ミッションが違うし、どの会社も金儲

けを目的としているだろうと言われても、ど

の時期にどの程度の金儲けをするかというこ

とも違う。したがって、何のために一緒にや

るのかということがかなり明確になっていて、

その点について議論に議論を重ねた上で取り

組まなければ、企業同士でも上手くいかない。 
まして、産官学はそれぞれのミッションが

全く違う。それを寄せ集まって箱に入ったか

らと言って、一緒にやれるかどうかというと、

上手くいくはずがない。 
先程、紹介された海外の成功事例を見ると、

非常に苦労されて、あるいは巧妙に、戦略的

に、何のためにやるかというところで、まさ

に社会的価値、国民のため等、単なる一企業

のためではない。本当に財産を世の中に還元

するというイノベーションのために取り組ん

でいる。そのコンセプトづくりがなければ、

単に寄せ集まっても上手くいかない。 
もう一つは、企業のアライアンス、あるい

はコラボレーションを見て上手くいくケース

は、個々の企業が主体性を持って、あるいは

一つひとつができる組織が集まっている。コ

ラボレーションはまさに足し算ではなく、掛

け算であり、1.0 より低い人がいくら集まっ

てもどんどん小さくなってしまうだけである。

したがって、必ず 1.0 よりも高い目的も能力



44 
 

もある人たちが集まるべきである。 
今回、拠点づくりということであれば、産

官学がまさに目的を同じにしながら、それぞ

れがビジネスのセンスとマネジメント能力の

ある人たちが集まる形をとらなければ、単に

集まっただけという話になってしまう。 
これは民間企業のコンサルティングの経験

から、産官学はもっと難しいだろうと思って

補足させていただいた。 
 
小竹： 堀先生には自由にお話しいただきた

い。 
 
＜本プロジェクトの意義について＞ 
堀 ： 多くの方が産学連携の仕組みについ

て議論されて、非常に勉強になったが、何を

扱うかによってやり方は違ってくると思う。

目指すものによっては、開発の期間も違う。

10 年で勝負するものをターゲットにするの

か、50年後をターゲットにするのか、あるい

は、日本の産業を成功させるために開発する

のか、人類の幸せのために開発するのか、そ

れによって仕組みづくりは大きく違うと思う。 
それで、ノウハウとして本日はいろいろな

テクニックや重要なポイントを教えていただ

き、非常に勉強になったが、逆に言えば、な

ぜ私がここにいるのかというと、この東海地

域の知的クラスターのプロジェクトが目指し

ているものが、先進プラズマ科学の世界拠点

をつくることだからである。すなわち、自動

車や LED や燃料電池の開発拠点をつくるわ

けでも、素粒子や宇宙の謎を解くための研究

拠点をつくるわけではなく、次の産業、いわ

ば現在 70 億人、間もなく 100 億人になろう

としている人類の永続的な存続のために、プ

ラズマというものをきちんと捉えて、その世

界拠点をつくりたいということであり、それ

がこの知的クラスターの目的でもあるし、こ

こで私がリーダーとして使命を果たすために

ここにいる理由である。 

そういう意味からすると、私のミッション

はプラズマ科学の世界拠点、大きな目標で言

えば、人類が永続的に存在するための非常に

大きな未踏の科学をきちんとここにつくるこ

とであり、それが、逆に言えば、この 5 年、

10年の日本や世界のLSI、燃料電池、LED、

自動車を含めて全部の繁栄につながる。その

科学が、プラズマはまだできていない。全員

が道具としてプラズマを使っていて、環境も

医療も使おうとしているが、きちんとした学

際領域の学問としてはまだ発展途上である。 
このようなユニークな学際領域が名古屋大

学52年の歴史の上であるということであり、

逆に言えば、プラズマナノ科学をきちんと定

義して、その世界から集まるプラットフォー

ムをこの産業の密集する東海地域に、名大の

歴史も踏まえてつくってしまえば、非常に大

きな産業と医療のイノベーションにつながる

と信じている。 
したがって、かなり目指すものとスパンが

大きく異なっているので、そのために何をす

るかというところが必要だと思う。 
そういう意味では、私がこのリーダーを引

き受けた時に、ある方から「東海地域は航空

機もあるし、LED も自動車もある。しかし、

逆にこれを次のプロジェクトではやりたくな

い」と言われたが、それは、企業が 100億円

くらいのお金を出せば、ある程度できること

である。 
やはり、一番重要なのは、人類の永続的な

存続に向けて、この東海地域にその科学のプ

ラットフォームをつくりたいという哲学から、

このプロジェクトの根幹が始まっているとい

うことである。 
よく考えれば、5年、10年後、先程のガリ

ウムナイトライドのパワーデバイスの名工大

のイノベーションも、トヨタ自動車を中心と

した燃料電池の開発も、全部、プラズマがど

こかで使われている。特に、パワーデバイス

については、プラズマエッチングは必須のイ
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ノベーションである。その科学をきちんとつ

くって、科学に基づくものづくりをしたとこ

ろが、必ず、大量生産や試行錯誤で開発して

いるところを抜いて、一番早くものができる。 
その時に、先程、皆さん方に教えていただ

いた事業化や技術というところに上手くアイ

ディアを入れるような仕組みを作れば、100
億人にならんとする人類を救うような科学技

術を開発したということで貢献できるのでは

ないかと思う。 
それが、私がこのプロジェクトのリーダー

を引き受けた背景であり、その土台を来年度

までにつくりたいと思っている。 
そういう意味で、本日のパネルディスカッ

ションは勉強になったし、いよいよ科学を上

手く作りながら、産業に結びつけていくよう

な、もう少し深遠な仕組みも、ある長期的な

スパンから考えれば非常に重要ではないかと

認識する。 
 

●会場からの質疑応答 

小竹： それでは、ここで会場からのご質問

をいただきたいと思う。 
 
＜人材育成と人材の流動性について＞ 
Q（会場）： クラスターの受け皿づくりとい

う点で忘れがちなのが、実際にどういうリサ

ーチャーが入って来るのかという点である。

大学生は就職活動をしていて開口一番「大企

業に入りたい」と言う。その理由は終身雇用

だからである。 
日本は、雇用体系がかなり特殊だと思う。

アメリカは、エンジニアは給与が高いが、「今

日が最後」というような雇用体系である。そ

ういう中で、「私はこの企業で働き続けるのか、

スピンアウトするのか」という選択をするが、

日本の場合は終身雇用のところに楽して居続

けたいというインセンティブが非常に強く働

く。そこに切り込んでいかなければ、恐らく、

受け皿をつくっても、「私はトヨタにずっとい

るから大丈夫」という人ばかりになって、本

当のイノベーションは起こらないと思う。そ

の点について、どうすればよいと思われるの

か、ご意見を伺いたい。民間の終身雇用があ

るところと、どのように競うのかということ

である。 
 
小竹： それでは、民間の研究所の経験のあ

る方にお答えいただきたい。 
 

出川： 今のご指摘ももっともだと思う。イ

ノベーションは人の流動性であり、いろいろ

な知識と知恵が混じり合って、そこに精神と

いう意識が加わると新しいことができる。 
日本の問題点はまさに終身雇用的なものが

幻影として出ていて、それに甘んじて皆、動

こうとしないと言われている。 
ただ、大企業のコンサルティングをしてい

て面白いと思うのが、企業にいる人が決して

起業家精神という能力がないという話ではな

いということである。先程も大学の話があっ

たが、今までの日本は、管理した方が効率が

上がって儲かるというパラダイムだったが、

それが今、変化しつつあるわけである。した

がって、日本が今後、自立的個別対応してい

くような世の中に移っていった時に、今、大

企業がポテンシャル的に抱え込んでいる良い

人材が、取りあえずは大企業の中で流動性を

出しながら、いかに刺激を与えるか、これが

一つの日本的なイノベーションの形だと思う。 
ただ、その時に、はみ出す人がいるので、

はみ出した人を受け入れる社会的な形を工夫

しなければならない。そうすると両方に強み

が出てくる。私は、日本はある意味で非常に

強くなる可能性があると思っている。例えば、

コーポレート型のベンチャー（今、アメリカ

は反省してコーポレート型のベンチャーと言

い出しているが）は注目である。独立のベン

チャーでバラバラにしすぎると本当に長くい

ろいろなことができない。そこで、良い意味
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で日本の大企業の中を上手く変えながら、そ

こから溢れた人たちを受け入れる形をマネジ

メントしていくという、いろいろなスタンダ

ードをつくっていく。こういう形につながる、

その一つの受け皿がこの拠点につながれば意

味があるのではないかと思って聞いていた。 
 

Koljonen： 我々も、どうすれば、人々が起

業家的な意識を持って起業家になってくれる

かということで苦労してきた。平穏に一生同

じ会社に勤めるかわりに起業家の道を行くの

は、少なくとも我々の世代にとっては罰のよ

うなものであり、ある意味、ロールモデルか

らはずれるようになってしまっている、大企

業で一生その仕事をするということをどう変

えていくかということが課題である。 
今、フィンランドで起こっていることとし

て NOKIA の例がある。NOKIA では辞める

なら 1.5 年分のサラリーが出るというパッケ

ージが提供されている。会社を辞めて他のこ

とをすると、その時に 1.5 年分のサラリーが

でるわけだが、それによって、非常に優秀な

人材が出て行くという問題が起きている。し

かし、それはフィンランドの春と呼ばれてお

り、新しいスタートアップもできている。 
実際に、その結果として、いろいろな活動

が起こっている。エリクソンがスウェーデン

で 7 年前にしたことと同じである。これは、

辞めたい人を送り出す仕組みを作ったわけだ

が、それによってスウェーデンでは ICT の素

晴らしいサイトができた。そして、スカイプ

等、いろいろな技術が生まれている。 
したがって、ロールモデルとして NOKIA

のパッケージが馬鹿なことだったのか、本当

に賢いことだったのかは、時が経たなければ

わからないかもしれない。 
ただ、フィンランドでも日本でも同じ問題

が議論されていて、面白いと思ったのは「質

の良いものを作っても売れない」「売ることが

下手だ」という話である。オーケストレーシ

ョンの方向を目指せば、ハブの人たちは単に

リサーチャーだけではダメだということにな

り、セールスのスキルのある人たちも必要に

なると思う。そういう人が拠点にいなければ、

オーケストレーションもできない。 
また、先程も述べたように、精神も重要だ

と思う。堀先生の話の中でもプラズマハブに

スピリットが必要だという話があったが、確

かにそうだと思う。実際にそのような方向に

向かうという熱意と精神を持った人たちがい

なければダメだと思う。 
 

Q（会場）： 先程、出川氏が言われたことが

正解ではないかと思うが、日本の社会は流動

性が低い。それに比べて Tai氏の台湾は半導

体も液晶もLEDも3～5年くらいで技術者がほ

とんど変わっている。日本の会社ではそうい

う話はあまり聞いたことがない。したがって、

大企業を中心に流動性が始まった時には、日

本はまた復活して、新しいベンチャーもでき

るのではないか。そこに恐らく一つの解があ

るのではないかと思う。 

 
小竹： 流動性は大きなポイントであるとい

う話である。 
 
Tai： 確かに流動性は重要だと思うが、流動

性はまた、雇用されている従業員にとっては

リスクでもある。アントレプレナーシップの

方から、いろいろな観点で整理したいと思う。 
一つは、文化的な違いがあると思う。社会

の違い、国による違い、台湾、日本、フィン

ランドはそれぞれ文化が違う。ある文化にお

いては、若い人たちに新しいことを試みろと

奨励し、個人の意見を出すように奨励する。

もし、組織を作ってお金がつくれるなら、そ

れをやってみろと奨励する。しかし、文化に

よっては、そういう奨励をしないところもあ

る。社会できちんとルールを決めて、それに

従うことを奨励する文化もあり、そこで育つ
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若い人たちはやりはルールに従って、組織の

中で生きることを選ぶと思う。そうすると、

大きな企業に入って、安定した職業生活を選

ぶかもしれない。 
台湾では、我々の両親の世代はルールに従

って生きることを望んでいるが、現在、台湾

のアントレプレナーシップの環境は少し下火

になっている。私はそれに気づいているが、

一時非常に華やかだったものが、少し衰退し

ているので、そのためのエネルギーを意図的

に促進しなければならない。特に、若い人た

ちに新しい組織をつくって起業することを勧

めなければならないと思っている。 
しかし、そういうアントレプレナーシップ

は訓練して身に付くものなのか、それとも

元々持って生まれた人格的なものなのかとい

う問題がある。アントレプレナーシップは特

別なパーソナリティが必要なのかもしれない。

そうなると、アントレプレナーシップを推進

するには、元々そういう素質のある人を選ん

で推進すべきなのかもしれない。もちろん、

ITRIの中でも意見は分かれている。 
バーチャルカンパニーを持っていて、様々

な問題もあるので、従業員を集めてトレーニ

ングも行っているし、教育訓練も行っている

ので、一つだけの解決方法だけでは解決でき

ない複雑な問題だと思う。立場によってその

時々で判断しなければならないかもしれない。 
私の個人的な意見だが、私は大学もパブリ

ックセクターの一つだと思っており、パブリ

ックセクターができること、貢献できるとい

うことは、起業家にとって良いエコシステム、

あるいは環境つくるということだと思う。そ

ういう試してみたい、あるいはアントレプレ

ナー的な素質を持っている人がもっと大胆に

振る舞えるようなエコシステム、あるいは環

境をつくることが、大学を含めた公的セクタ

ーの責任だと思う。 
 
 

＜コーディネーター、オーケストレーターの 
資質について＞ 

Q（会場）： 出川氏の資料の 15 枚目にある

ように、日本は開発から事業化する時にベン

チャーが存在しなくて、いきなり中小企業と

大企業がある。そして、中小企業の人と話を

していると、「何かやりたくてもいつも大企業

に遮られる」とぼやいているし、台湾で行っ

ているようなアライアンスをつくろうとして

も、大学の先生の人事システムがそれに応え

切れていないという状況で、これもまたぼや

いている。 
それでも、そういう部分を何とかしなけれ

ばならないというのが今の日本の課題だが、

そういう人材を育成しようと思うと時間もか

かるし、先程の流動化も含めて、これから日

本はいろいろなチャレンジをしていかなけれ

ばならない。 
そこで、台湾の ITRI の組織におけるコー

ディネーターはどのような経験を積んでいる

のか、どういう経歴、教育を受けているのか、

教えていただきたい。 
 

Tai： アントレプレナーとして誰が良いかと

いうことは、バックグラウンドには関係ない

と思う。私の他のパートナーはメカニカルエ

ンジニアリングを卒業しており、1996年に一

緒にスピンアウトした。 
スピンアウトした人たちは、珍しい組み合

わせが多いが、チームとして、異なる専門知

識や技術を持つ人たちを組織する場合、リー

ダーはエンジニアリングの経験がある、ある

いは教育を受けている人で、メンバーはマネ

ジメントやファイナンシング、あるいはマー

ケティングの経験を持っている人という、そ

ういう組み合わせの場合もある。 
一つ、提案したのだが、アントレプレナー

シップが個人のベンチャークリエーションで

あれば、それは個人の会社をつくればよいが、

もし何かベンチャーを組織することを考える
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のであれば、チームを組織しなければならな

い。その場合は、異なる専門知識を統合する

という役目が生まれる。 
アントレプレナーシップということからい

うと、リスクはとらなければならない。もち

ろん、すべての機能を完全に手の内に入れる

ことはできないが、どこかで決断しなければ

ならない。「ここではまだこの機能が欠けてい

るが、ここで離陸しなければならない」「スピ

ンアウトしなければならない」という決断を

しなければならない。 
したがって、アントレプレナーシップは組

織の中の専門知識が十分ではない時もあるが、

ターゲットはマーケットにおいてポテンシャ

ルを発揮できるかどうか、そして、チームと

してリスクをとれるかどうか、その点が資質

に関係すると思う。 
 

Koljonen： VTTでも、コーディネーション、

オーケストレーションについては同じような

経験があるが、一番上手くいくのは、組織全

体で行うことである。いろいろなレベルのコ

ミュニケーションが組織全体で行われること、

そして、トップに関してもコミュニケーショ

ンがあるということだと思うが、そういう意

味では、コーディネーター、オーケストレー

ターは若い人では無理だと思う。 
典型的に上手くいくのは、リサーチプロフ

ェッサーのような人たちである。実際に、そ

ういうプロファイルのあるリサーチプロフェ

ッサーがいる。リサーチングをするだけでは

なく、外交的な性格で、こういうことができ

る人たちである。実際に、そういう人たちが

メッセージをきちんとした形で明確化し、そ

してまた信頼を勝ち得ている。リサーチャー

とビジネス・コミュニティの両方から信頼さ

れるような人たちを使っている。 
 

小竹： 冒頭にご紹介したベルギーの IMEC
という組織も 1,800～1,900 人いるが、その

中でBusiness Developmentの人がベルギー

国内に 15人、海外に 10人という組織編成に

なっており、多様な人たちがいる。 
一方、そこでドクターを取って民間企業に

出て、また戻ってくる人たちが Business 
Developmentを担当しているので、その辺り

もカルチャーとしていろいろと考えなければ

ならない問題かと思う。 
 

＜IMECのシステムの効果と課題＞ 
Q（会場）： IMEC のシステムは、どのよう

にして上手くいっているのか。A 社、B 社、

C 社が共同のテーマで取り組んでいる場合、

同業他社はライバルである。また、A 社、B
社、C社が均等に力を発揮するとは思えない。

例えば、A社がメインでイノベーションして、

それを特許にした場合は、持ち分は比率に応

じると思うが、A 社としてはなぜ 1／3 にな

らなければならないのかという思いがあると

思う。そういう意味で、どういうところが

IMEC が成功しているポイントなのか。 
 

小竹： 一言で答えるのは非常に難しいが、

多分、ITRIも同じフェーズを持っていると思

う。IMECの場合は、基本的に、競争的研究

はそこでは行わない。競争前研究を行ってい

ることと、コンセプトを非常に上手く設定し

ている。明日使うものではなくて、次世代の

半導体に関する開発をしている。 
 

Q(会場）： 成果は求めないのか。 
 
小竹： 成果は求めるが、何を成果とするか

ということで、商品化することだけが成果で

はない。成果の捉え方が長期的である。だか

ら、日本のパナソニックもソニーも日本では

競合しているのに、IMEC では同じプラット

フォームで作業していると思う。 
 
Q(会場）： そういう長い目を持っているヨ
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ーロッパ文化圏のシステムを日本に導入しよ

うとしている雰囲気があるが、それは合うの

か。 
 
Q（会場）： その辺りの話は自分でも考えて

いるところがある。実際に、私も IMECに行

ったが、今、小竹先生が言われているような

内容だった。その IMECのシステムが日本で

できるかというと、非常に難しいと思う。 
今、各企業はそれなりに力があるので、共

同研究した内容を皆で使うということは非常

に難しい。私も大学の人間だが、実際に共同

研究をしようとすると、IMECモデルは日本

では難しい。ただ、ベルギーの場合は、共同

で研究して、力を集積して、企業はその技術

を持ち帰って、そこから先は競合的に開発す

るという仕組みを持っているので、そこが日

本と違うところだと思う。 
以前、MINATEC の所長が「産官学連携の

やり方に一つのやり方というものはない。そ

れぞれの国にそれぞれのやり方がある」と言

われていたように、日本で IMECモデルを何

とかしようとしても難しい所があると思う。 
したがって、IMEC は IMEC のやり方で、

日本はそれぞれの企業の持ち分を上手く使っ

て、話し合ってやっていかなければならない

と思う。 
 

Q（会場）： 私が企業にいた時に IMEC に

若い人を派遣して、共同研究を 1年間させた

が、製品開発ではなく、シミュレーション等、

キー技術を習得したので、そういう意味では

最終的に人材育成だと思う。そこに良い仕組

みがある。 
したがって、日本でそのまま使えるかどう

かはわからないが、私は IMECは一つの理想

的なNPOだと考えている。 
 

Q(会場）： そこまで懐の深い状況になると

よいかと思う。 

 
Q（会場）： 私は IMEC、フラウンホーファ

ー、MINATEC、フィラデルフィアのサイエ

ンスセンター（UCSC）、シリコンバレーを一

通り回ったが、どこも 50 年以上かかってお

り、最初は相当苦労したと聞いている。それ

と比較すると、日本は拠点づくりの歴史がま

だ浅いと思う。 
したがって、テーマも拠点づくりも、リー

ダーがどこまで我慢できるかということだと

思う。我慢する人がいないと拠点はできない

し、できても 1年後に成果を出せというよう

なところでは失敗する。 
つまり、時間軸をもっと長く見ないと、何

事も成功しないと思う。それには辛抱が必要

である。それがリーダーシップの見識だと思

うが、どうも日本はそこが苦手である。 
 
小竹： IMECをベルギーモデルと考えてい

るわけではなくて、台湾でも同じようなR&D
コンソーシアムで行われてきた。ただ、IMEC
は半導体エレクトロニクス分野に特化して、

そこに最高水準のクリーンルームをつくりな

がら取り組んできたので、台湾とはやり方が

違うが、それにしても、コンソーシアムを非

常に上手く編成してきたというところはある。

IMECをそのまま導入しようということでは

なく、何を学ぶかということである。 
 
Tai： 社会の中にアントレプレナーシップが

あれば、もちろんリスクは取らなければなら

ないが、その分、リウォードもある。したが

って、それだけでも若い人を奨励するべきだ

と思う。若い人には出て行って試してみると

いうことをもっと奨励すべきだと思う。 
 

＜まとめ＞ 

小竹： もう一通り話を聞きたかったが会場

からの活発な質問や意見があり、予定の時間

を超えてしまったので、最後に、簡単にまと
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めさせていただきたい。 
本日の議論は、会場からもいろいろとご指

摘をいただいたが、基本的に、長期的な視点

を持たなければならないということは共通し

ているし、誰かが俯瞰した目で見なければな

らないというのも大事な点だと思う。 
流動性についてもいろいろとご指摘があっ

たが、日本の文化は長いように見えて、実は

戦後にできた文化であり、戦前は多分、流動

性が高かったはずである。それが高度成長の

中で establish されたものに変わってきたた

めに、今のような閉塞感が生まれてきたので

はないかと思う。 
大学の役割も大きいと思う。究極はいろい

ろなことをしながら人を育てることが大学の

役割ではないかと思っているし、それは単に

知識を提供して卒業させるということではな

く、化ける人間を育てることである。アント

レプレナーとは、金儲けする人間であっても

良いが、自分でものを考えられる人間、判断

できる人間を育てることが大事であり、そう

いうスピリッツを持った社会ができれば、多

分、今指摘されているような問題も克服され

るのではないかと思っている。 
楽観的なまとめになるが、ここでシンポジ

ウムを締めたいと思う。 
以 上 

（敬称略） 
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